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４．調査結果 
まずは、新試験法と旧試験法の結果を述べる。図 2

は、各試験の結果を規制値と比較するため、横軸を近

接排気騒音試験の測定値から各車両の規制値を引い

た値とし、縦軸を旧試験法の結果から規制値を引いた

値として示したものである。一方、図 3 は、横軸を図

2 と同じとし、縦軸を新試験法の結果から規制値を引

いた値として示したものである。両図ともに交換用マ

フラーを装着した場合の結果のみを示しており、図中

の赤の破線は、絶対値規制の規制ラインを表してい

る。なお、交換用マフラー装着時の新試験法における

規制値は未定であるため、ここでは仮に新車時の規制

値を用いた。旧試験法および近接排気騒音試験法で

は、図 2 より、すべての交換用マフラーについて規制

値以下となり、今回用いた交換用マフラーは、現行の

マフラー性能等確認制度の要件を満たしていること

が確認できた。一方、新試験法は現在のマフラー性能

等確認制度にて満たす要件とはなっていないが、図 3
より、4 種類の交換用マフラー（C 車、E 車、G 車、

H 車）が規制値を超過することがわかる。 
次に、近接排気騒音試験の相対値規制について検討

を行うため、図 3 の横軸を、近接排気騒音試験につい

て交換用マフラーの結果から標準マフラーの結果を

差し引いた値（相対値）とし、図 4 に示す。ここでは、

相対値規制のばらつき許容限度幅を、ECE R.E.3（車

両構造に関する統合決議）に記載されている 5dB と

した。図 3 の近接排気騒音試験の結果を絶対値規制で

整理した場合では、近接排気騒音試験法が規制値を超

えるものがなく、新試験法との相関も悪いため、近接

排気騒音試験の結果から新試験法の合否を推測する

ことは出来ない。一方、図 4 では、近接排気騒音試験

の結果を相対値にて整理することにより、近接排気騒

音試験法の結果のみから、新試験法が規制値超過とな

る車両を 2 台（C 車、E 車）検出することができる。

今回の結果から、新試験法と近接排気騒音試験法の相

対値規制を組み合わせることにより、路上等における

使用過程車の試験において、さらに効果的に大きな騒

音を発するマフラーを検出できる可能性があること

がわかった。 
５．おわりに 

 二輪車のマフラー性能等確認制度について、その試

験法の変更を検討すべく、二輪車 8 台について、標準

マフラーと交換用マフラーを装着した状態で、加速走

行騒音試験と近接排気騒音試験を実施した。その結

果、新試験法の規制値を適切に設定し、近接排気騒音

試験法の相対値規制を組み合わせることによって、よ

り効率的に大きな騒音を発するマフラーを検出でき

る可能性を示した。 
参考文献 

1) 宝渦寛之、ほか 3 名，”新たな加速走行騒音試験

法に向けた走行実態調査”，交通安全環境研究所

フォーラム 2011 講演概要集，pp.17-20（2011） 
 

図 3 近接排気騒音試験（絶対値規制）と    
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図 4 近接排気騒音試験（相対値規制）と    

新試験法（絶対値規制）の結果 
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図 2 近接排気騒音試験（絶対値規制）と    

旧試験法（絶対値規制）の結果 
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 スマートフォンを活用した歩車間通信のための基礎的検討 
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１．まえがき 
ハイブリッド車や電気自動車がモーターのみで低

速走行している時は音が小さいため、車両の接近に気

がつかず危険との意見が視覚障害者団体等から寄せ

られたため、国土交通省では対策のガイドラインを定

め、音で接近を知らせることとした。しかし、このよ

うな電動車両は今後ますます普及することから、音に

よらない方法も求められている。その一つとして、こ

こ数年で急速に開発が進んでいる IT 技術を活用し

て、通信により自動車の接近を歩行者に知らせる方法

が考えられる。しかし、現状の IT 技術では、視覚障

害者が必要とする接近の方向や速度までを伝えるこ

とは困難とも言われている。 
本研究は、IT 技術を活用した歩車間通信を用いて、

歩行者と自動車の位置情報と進行方向から、歩行者、

特に視覚障害者に自動車の接近を知らせることによ

り、人と車の安全の確保を目指すシステムのあり方を

検討するとともに、実用化へ向けた課題を検討するこ

とを目的とする。本報では、通信端末として、最近急

速に普及しているスマートフォンを用いて、スマート

フォンのセンサで位置情報を求め、車両の接近情報を

歩行者に知らせることを可能するシステムを試作し、

このシステムを用いて広島市内で検証実験を行った

ので、その概要について述べる。 
２．歩車間通信の検討の進め方 

IT 技術を用いた歩車間通信の第一段階として、鉄

道分野ですでに検討が進められ、実用化を目指してい

る鉄道車両位置検出技術を適用したシステムを試作

し、実用化のための課題の検討を行うこととした。課

題として、歩行者及び車両の位置精度、通信速度、通

信できる範囲等が考えられる。第一段階として、歩行

者－自動車間の通信を達成することを目標として、ス

マートフォン同士の 1 対 1 の通信を可能とし、それぞ

れの GPS から得た位置情報を双方に伝え、その距離

によって情報を提供するシステムの設計を行う。第二

段階は、スマートフォンを身につけている歩行者に電

動車両が接近したときだけ音を出すようにし、車両が

接近しているという情報を必要としている人だけに

接近音を発するシステムの設計及び試作を行い、実際

の交通環境で実用化するための課題の検討を行うこ

ととする。 
 また、国土交通省で実施されている ASV（先進安

全自動車）の調査において、歩車間通信によりドライ

バーへ歩行者の存在を知らせる検討を実施している

ので、これらの結果も参考にして検討を行う。 
３．試作システムの概要 

通信機能を有する携帯端末として、様々なセンサが

組み込まれているスマートフォンがあり、ユーザーが

それらを活用するためのプログラムを組み込むこと

が出来る。そのため、スマートフォンは歩車間通信端

末の有力な候補とされている。本システムは、スマー

トフォンに内蔵されているセンサによって、スマート

フォンを携帯している歩行者及びドライバーの位置

情報を高精度に求めるとともに、その情報を歩行者及

びドライバーの双方に伝える通信システム（1 対 1 の

通信）を試作した。図 1 にシステムの概要を示す。今

回試作したシステムの主な機能は以下の通りである。 

 
図 1 試作したシステムの概要 
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(1) データ通信機能 
 携帯電話回線からインターネットを経由して、自端

末の位置情報、速度情報、進行方向（方位情報）等を、

相手端末と送受信する。送受信は 1 秒周期を基本とし

て、500、250、100 msec を選択可能としている。 
(2) 位置検知機能 
端末内蔵の GPS 受信機の情報を元に、地図上に自

端末と相手端末の位置を 1 秒周期で表示する。 
(3) 端末間情報算出機能及び情報提供機能 
検知した端末の位置を、地図上に設定した直近の交

差点上にマップマッチング補正 2)を行い表示する。補

正によって、GPS 単独の位置検出の誤差のばらつき

を最小にすることを可能としている。地図上に表示さ

れた両端末間の進行方向、進行速度、距離を基に、衝

突の可能性がある場合には予想時間を算出、表示する

とともに、接近中の両端末間の距離に応じて、情報提

供ならびに注意喚起を行う。情報提供および注意喚起

は、図 2 に示すアルゴリズムに基づいて行っている。 
４．広島 ITS における検証実験 

第20回 ITS世界会議 東京2013のポストコングレ

スツアーの一つとして「広島における世界初の路面電

車－自動車間通信型ＡＳＶデモ」を、2013 年 10 月

20 日・21 日に、広島地区 ITS 公道実証実験連絡協議

会の一員として、東京大学、マツダ(株)、広島電鉄(株)
及び交通研の 4 者共同で実施した。これは、路面電車

と自動車が道路空間を共有する箇所において、路面電

車と自動車の車車間通信によって、自動車と路面電車

双方の安全性が高まるようなシステムについてデモ

ンストレーションを行ったものである。このデモの中

で、今回試作したシステムを用いて、実際の交通環境

で歩行者と自動車の存在をお互いに知らせることに

より、安全性が向上すると考えられるシーンの検討を

行うための社会実験を行った。歩車間通信のデモシー

ンを図 3 に示す。 
今回実施したデモは、信号のない交差点を、路面電

車の軌道を横切って右折しようとしている自動車の

前方から、路面電車と自動車が向かっており、どちら

とも通り過ぎるのを待って右折しようとした時に、横

断歩道を渡っている歩行者がいるというシーンであ

る。このシーンにおいて、右折車両の位置と右折のウ

インカーの情報から、歩行者に対して右折車両が存在

するということを知らせるとともに、右折後の横断歩

道に歩行者が存在することをドライバーに情報提供

を行った。 
５．まとめ 

 今回試作したシステムを用いて実証試験を行った

結果、マップマッチング補正を行っているため十分な

精度で、歩行者、自動車双方に位置を知らせることが

できた。歩行者に対しては、スマートフォンの画面上

に自動車の位置を表示したが、歩行中常に画面を見て

いるわけではないため、車両の接近を知らせるための

情報提供方法については今後検討を行っていく。な

お、今回、歩車間通信に関する実証試験の機会を与え

ていただくとともにご協力いただいた東京大学、マツ

ダ(株)、広島電鉄(株)はじめ関係各位に謝意を表する。 
参考文献 

1)高橋信彦，”歩行者保護を中心とした技術開発状況”，第 12
回自動車安全シンポジウム，国土交通省自動車局，(2011) 
2)伊藤，他，”GPS と通信を利用した踏切衝突防止システムの

開発”，電気学会産業応用分大会，論文集Ⅲ，pp.257-260（2007） 

 
図 3 広島 ITS における歩車間通信のデモシーン 
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 営業車両を用いた軌道状態監視システムの構築 
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１．はじめに 
車輪がレールで案内されて走行する鉄道にとって、

軌道の安全管理は重要である。その状況を把握し、事

故に至る前に補修していく軌道保守が不可欠である。

軌道検測車などの検査用車両により精密な軌道検査

が可能だが、導入コストや維持管理などの点から走行

頻度は非常に制限される。このような課題に対して、

営業車両に簡易なセンサを付加し、営業運転を行いな

がら軌道診断を行う方法が考えられる。我々は、車両

と非接続で軌道の状態診断が行えるプローブ車両を

提案１）、地方鉄道向けの実用化を想定した信頼性の高

い小型レール状態診断装置を日本大学、京三製作所と

共同で製作した。 
本稿では、小型レール状態診断装置の概要について

述べ、営業車両による測定、軌道の診断、事業者への

フィードバック、軌道保守への活用までのサイクルを

実現し、事業者とともに軌道状態監視システムを構築

したので、その概要を紹介する。 
２．小型レール状態診断装置 

２．１．装置構成 
 小型レール状態診断装置の外観を図１に、構成図を

図２に示す。本装置は、軌道変位による影響を検出す

る 3 軸加速度センサおよびレートジャイロ、列車位置

や速度を算出する GPS、各センサ信号を記録・解析す

るソフトウェア、記憶媒体（SSD）で構成される。 
 本装置は車両から電源を得られないことを想定し、

電源駆動およびバッテリー駆動の2種類を用意してお

り、バッテリー駆動でも約 6 時間の連続計測が可能で

ある。また、携帯回線を利用した計測データの伝送機

能や、騒音計を装置に取り付けて車内騒音を測定し、

波状摩耗の状態を診断することも可能である。 
２．２．軌道の診断指標 
 鉄道の安全を確保する上で、軌道変位を把握するこ

とは最も重要な検査項目の一つである。車体振動と軌

道変位は高い相関があるため、車体振動の大きさを測

定することは、軌道状態の大まかな傾向を得るために

有効である。本研究では、加速度の振幅が軌道変位の

大きさと相関を持つとし、加速度の RMS（Root Mean 
Square) 値を指標として用いる。 
２．３．経時変化と速度補正 
 振動加速度 RMS 値は、その経時変化に着目するこ

とで、軌道保守へ活用することが可能である２）。ただ

し、振動加速度 RMS 値は走行速度の影響を受け、速

度の増加とともに大きくなる特性を持っている。通

常、運転曲線等により速度曲線はほぼ一定になるが、

各走行のばらつきや運用の都合により、走行速度が異

なる場合が存在する。そこで、次式により走行速度に

よる影響を補正する。 

VVAA ref*

 (1) 

 ここで、V は走行速度、A は振動加速度であり、Vref

は基準速度（運転曲線など）である。A*は補正後の振

動加速度であり、この値を診断に用いることで走行速

度の差を考慮した統計処理を行うことができる。 

 
図１ 小型レール状態診断装置外観 
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図２ 小型レール状態診断装置構成 


